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研究成果の概要（和文）： 連邦政府や自治政府（ACT政府）の都市開発担当者、住民運動のリーダーに聞き取り
調査をしたり、自治政府の職員や住民が集まって都市開発について話し合う会合に出席したりすることによっ
て、キャンベラの都市開発の情報を収集した。そして、1997年当時と比べて、キャンベラの都市開発がどのよう
に変化したかを解明した。
  キャンベラは理想都市とすべく人工的に建設された都市である。しかし、1989年に自治政府が設立され、都市
開発の経費は自治政府が捻出しなければならなくなった。キャンベラは特別な地位を剥奪されたことによって、
産業振興に重点を置いた都市になってきている。

研究成果の概要（英文）：  I interviewed public servants of the federal government and the 
self-government (ACT Government) and leaders of citizens’ movement groups in Canberra, and attended
 gatherings where public servants of the self-government get together and talk about urban issues in
 the city.  I collected information about urban development in Canberra by these methods.
  The case study revealed that the government changed its urban development policy and started to 
create job opportunities actively about ten years ago by increasing public investments, encouraging 
private companies to invest and promoting industries.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　キャンベラは、20世紀のニュータウン建設の理念を生かして建設された、理想都市であった。1980年代から新
自由主義が広まったために、キャンベラに自治政府が設立され、財政的に自立することになった。その結果、キ
ャンベラが理想都市から産業振興に重点を置いた普通の都市に変化してきていることを明らかにしたことが、学
術的・社会的意義である。。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通）  
１．研究開始当初の背景   
キャンベラに住む女性の人間関係を科研費で研究した。そうした人間関係が形成された
背景を探るために、今回の研究を実施した。  
 
２．研究の目的  
キャンベラの都市開発の方法や都市（再）開発の状況が最近の 10年間にどのように変化
したかを明らかにする。  
 
３．研究の方法   
①連邦政府や自治政府（ACT政府）の職員への聞き取り調査を実施した。 
②自治政府の職員、一般の住民、開発業者が集まる集会（コミュニティ・カウンセル）へ出
席し、参与観察やその参加者へ聞き取り調査を実施した。また、そこで討論される議題を集
めた。 
③都市開発の現場に行き、参与観察をした。 
④キャンベラの地元紙であるCanberra Times の記事を検索し、都市問題の記事を集めた。
そして、都市問題が発生した経緯を調べた。 
 
４．研究成果   
キャンベラでは、1989 年に自治政府であるACT政府が設立された。野邊は 1997 年に調
査を実施し、ACT 政府の成立後にキャンベラの都市開発の方法や都市開発の状況がどのよ
うに変化したかを明らかにした。今回の研究では、野邊による 1997 年の研究の後、キャン
ベラの都市開発の方法や都市（再）開発の状況がどのように変化したかを解明することを目
指した。事例の分析から、次の 4点を明らかにした。 
 (1)1989 年に ACT政府が成立した直後から、ACT政府は都市開発の経費を切り詰めてキ
ャンベラを統治していた。ところが、ACT政府は 10年ほど前にその方法を変更し、大型の
公共投資・民間企業への投資促進・産業振興をおこなうことによって、雇用機会を積極的に
作り出すようになった。その結果、人口が急増するようになった。 
(2)公共投資の財源を得るために、ACT政府は市街地にある不動産や未開拓の土地を住宅
用地として積極的に販売している。 
(3)ACT 政府の開発優先の政策から、住民の既得権を侵害する再開発がおこなわれたり、
産業公害を引き起こす危険性のある工場建設が計画されたりするようになった。ACT 政府
は開発優先の政策を採っているために、住民による多くの抗議運動が起こっている。 
(4)住宅需要が変化したり、住宅用地にできる未開発地が少なくなったりしているので、
タウン・センターや一部のグループ・センター内に、集合住宅の入った複合ビルが 2004 年
より建設されるようになった。 
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